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特集Ⅰ：東アジア，ASEAN諸国の人口高齢化と人口移動に関する総合的研究

東アジアの人口問題とその起源

鈴 木 透

はじめに

東アジアは，経済的にも人口学的にも変動の最前線である．1970年代までに日本は世界

第2位の経済体となり，日本を追うアジアNIEs，次いで中国の高度経済成長により，東

アジアは世界経済の成長エンジンになった．人口学的には，東アジアは世界最低水準の出

生率により人口高齢化の最前線に立っている．合計出生率の全国値が1.0を下回った例は，

都市国家を除けば韓国と台湾だけで，韓国は2018年に0.98，台湾は2010年に0.895を記録

した．1990年代に南欧・東欧に極低出生力（Kohler,etal.2002）が出現したが，最も長

く1.3未満のTFRが続いたイタリアとスペインも11年でこの線を回復した．しかし韓国・

台湾の極低出生力は15年以上続いており，いつ1.3線を回復できるかわからない状況であ

る．このため急激な高齢化は不可避で，2060年までに韓国・台湾の65歳以上割合は日本を

上回り，東アジアは世界で最も高齢化した地域になるだろう．おそらく中国の出生力が日

本を下回ったことはないが，1.5～1.6の水準だとしても相当な高齢化は不可避である．中

国の人口高齢化は，日本・韓国・台湾より早い発展段階で進行することになり，高齢者の

福祉悪化が懸念される．東アジア諸国は経済発展の過程で急激な都市化を経験したが，特

に韓国の都市化は激甚で，部分的ながら首都移転が実施されるに至った．台湾との差は，

日本統治時代の農業様式の差異に起因する．韓国・台湾は日本に先立って外国人雇用許可

制を実施したこともあり，外国人人口割合は既に日本を上回っている．しかしその割合は

欧米先進国を大きく下回っており，今後日本・韓国・台湾を核とする国際人口移動が加速

する可能性もある．
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現代の東アジアにおける人口問題の歴史的・文化的根源について考察する．韓国・台湾の世界最

低水準の出生率は，急激に変化する家族外システムと，緩慢にしか変化しない家族システム間の乖

離から解釈される．儒教家族に特徴的な文化的不適応として，家族内のジェンダー不平等，強い親

子紐帯，母親の独占的役割，高い教育熱，肉体労働への蔑視等が指摘できる．中国が韓国・台湾と

同様の発展段階に至れば，極端に低い出生率が出現する可能性がある．中国の「未富先老」問題は

経済発展と人口転換を同調できなかったことによるが，そうした同調の失敗は18世紀にも起きてい

た．韓国の国内・国外人口移動は台湾より活発だったが，これは日本統治時代以来の農業様式の差

異に起因する．韓国・台湾の外国人割合は日本を上回るに至ったが，これは積極的な外国人労働者

政策による．



Ⅰ．出生力の文化決定論

1950～60年代の欧米先進国の出生力は，おおむね置換水準を上回る水準で安定していた．

しかし1970年代に北西欧および英語圏先進国の出生率は一斉に置換水準未満まで低下し，

第二人口転換（vandeKaa1987）と呼ばれた．表1には1960年以後記録された合計出生

率の最低値を示したが，第二人口転換の先頭に立った北西欧および英語圏先進国の出生力

低下は相対的に緩慢だった．多くの国が1.5以上の合計出生率を維持し，1.5を下回ったこ

とがあるカナダ，オランダ，デンマークも比較的短期間で1.5以上に回復した．

多くの人口学者は，中国の人口センサスにおける合計出生率（2000年に1.22，2010年に

1.19）を低すぎるとして信頼していない．国連人口部は1999年の1.595を中国の合計出生

率の最低値と考えている（UNPD 2019）．一方で郭志剛と顧宝昌は，1970年代前半コー

ホートの完結出生率は1.5人程度と考えられ，2010年の合計出生率は不自然ではないと主

張している（GuoandGu2014）．表1には国連の推計値と人口センサスによる最低値の

両方を示した．

1990年代に入ると南欧，東欧，旧ソ連圏では合計出生率が1.3以下となる極低出生力

（Kohler,etal.2002）が出現した．これらの国の多くは1980年代に初めて置換水準を下

回っており，1970年代後半に置換水準を下回った日本とイタリアを含め第二人口転換の後

発走者と見ることができる．先発走者で極低出生力に至ったのはドイツだけで，独語圏で

もスイスやオーストリーの合計出生率は1.3を下回ったことがない．東欧・旧ソ連圏の極

低出生力は，冷戦崩壊後の市場経済への移行に伴う混乱の影響と見られる．

しかし市場経済化という追加的要因がなかった韓国・台湾の出生率がさらに低い水準ま

で低下したのは，東欧・旧ソ連圏を上回る激烈な変動があったためとは考えにくい．した
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表１ 合計出生率の最低値

国・地域 文化圏 最低値 （ 年 ） 国・地域 文化圏 最低値 （ 年 ）

米国 英語圏 1.74（1976） ドイツ 独語圏 1.24（1994）

豪州 英語圏 1.73（2001） ギリシャ 南欧 1.23（1999）

フランス 北西欧 1.66（1993） ポーランド 東欧 1.22（2003）

英国 英語圏 1.63（2001） ポルトガル 南欧 1.21（2013）

中国（国連推計） 東アジア 1.60（1999） イタリア 南欧 1.19（1995）

スウェーデン 北西欧 1.50（1999） 中国（センサス） 東アジア 1.19（2010）

カナダ 英語圏 1.49（2000） スペイン 南欧 1.16（1998）

オランダ 北西欧 1.47（1983） ロシア 東欧 1.16（1999）

デンマーク 北西欧 1.38（1998） チェコ 東欧 1.13（1999）

スイス 独語圏 1.38（2001） ブルガリア 東欧 1.09（1997）

オーストリー 独語圏 1.33（2001） 韓国 東アジア 0.98（2018）

ルーマニア 東欧 1.27（2002） 台湾 東アジア 0.895（2010）

日本 東アジア 1.26（2005）

（資料）OECDFamilyDatabase,UNPD(2019),行政院主計總處



がって韓国・台湾の極端な出生率低下は，「圧縮的近代化」（ 2001,2002）のよう

な要因の特異性ではなく，反応の特異性として考察すべきである．韓国・台湾を他の先進

諸国から区別する文化デバイドとして，先進諸国の家族が封建家族の子孫であるのに対し，

韓国・台湾（および中国）の家族が儒教家族の子孫である点を指摘できる．封建制とは私

兵を有する複数の封建領主が王を中心にまとまる一種の連邦制で，それぞれの領主は自己

の領土で独自の法律を施行する．封建制が近代の直前まで長期間持続したのはヨーロッパ

と日本だけで，その法治主義と私有財産保護の伝統が産業社会への移行に有利だったとさ

れる．一方で中国・朝鮮では早くから中央集権的な農業官僚制が確立し，独立した地方貴

族は存続できなかった．中央から派遣される官吏は儒教的な徳を以て統治するものとされ，

人治主義的と家族主義に基づく中世的社会関係が持続し，産業化において克服すべき課題

は封建社会より多かったと思われる．

出生力低下の度合いは，急速に変化する社会経済システムと，ゆっくりとしか変化しな

い家族システムの間の乖離に依存すると考えられる．産業革命の開始から現在に至るまで，

近代化・ポスト近代化を率いてきたのは英米のアングロ・サクソン社会だった．したがっ

てアングロ・サクソンの家族パターンに近いほど現代の社会経済システムに適合的で，遠

いほど社会経済システムと家族システムの乖離が大きくなり，出生力低下も激甚なものに

なる．

伝統的な儒教家族には「忠」より「孝」の優先，厳格な女性隔離，父系制と同姓不婚・

異姓不養といった，日欧の封建家族と異なる特徴があった．教育・職業・政治・福祉といっ

た家族外の社会経済システムに関しては，東アジア諸国は急激な変化を達成したが，家族

システムの変化はより緩慢と考えられる．たとえば家族外でのジェンダー平等は急速に改

善され，女性の教育・職業・政治的参加は急激に増えた．しかし夫婦間の役割分担や，子

の性別による親の態度・期待の差異といった家族内のジェンダー平等は，教育・職業・政

治分野ほど急激に変化しない．McDonald（2000）の命題5「ジェンダー間平等が個人志

向的制度で高まりながら，家族志向的制度で低い水準にとどまれば，出生率は非常に低い

水準まで低下する」は，まさに社会経済システムと家族システムの乖離が出生力低下の大

きさを決定することを述べたものである．

日本・韓国・台湾・中国の四ヵ国・地域のうち，家族外のジェンダー平等度が最も高い

のは台湾だろう．行政院主計總處（2016a,2016b）によると，国連開発局のGII（Gender

InequalityIndex）で見ても，世界経済フォーラムのGGG（GlobalGenderGap）で見

ても，台湾のジェンダー平等度は東北アジアで抜きん出て高い．一方，家族内のジェンダー

平等度が最も低いのも台湾である可能性が高い．2006年の EASS（EastAsianSocial

Survey）モジュールにおける家族意識を見ると，日本・韓国・中国・台湾の四ヵ国・地

域のうち台湾が最も伝統的・保守的な家族意識を保持していた．たとえば「夫は外で働き，

妻は家庭を守るべきだ」に強く賛成した割合は台湾（15.4％）が最も多く，韓国（9.7％），

中国（5.6％），日本（2.2％）を大きく上回った（岩井・保田 2009）．出生性比を見ても，

韓国は2011年以後106を超えておらず正常値の範囲だが，台湾は2017年でも107.6と正常化
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が遅れている．台湾の合計出生率は2010年に0.895と信じ難い水準まで低下し，それ以外

の年もおおむね韓国を下回るが，急激に発展・改善した社会経済システムと変化が緩慢な

家族システムとの乖離がその背景にあると考えられる．

McDonald（2000）の命題は家族以外のシステムと家族システムの乖離が出生力低下に

影響することをジェンダー領域について述べたものだが，こうした不適応はジェンダー領

域に限らない．たとえば「孝」を最優先する儒教家族では伝統的に親子紐帯が強く，情緒

的相互依存を強化し自律性を損なう可能性がある．日本の「パラサイト・シングル」（山

田 1999）に似た概念として，韓国では「カンガルー族」，中国では「�老族」という言葉

が登場し，自立しない／できない若者を批判している．1990年代にイタリアの人口学者が

指摘したように（DallaZuanna2001,Livi-Bacci2001），離家・結婚の遅れが晩産化・

少産化を促進する側面は否定できない．また三歳未満の乳幼児は母親がもっぱら世話をす

べきとし，育児サービスの利用を忌避する傾向は台湾で特に強い（LeeandLin2016）．

東アジアでは教育熱が伝統的に高く，大学進学率も高い．また儒教圏特有の肉体労働の

蔑視が強いホワイトカラー志向を生み，熾烈な競争社会を出現させ，結婚・出産を阻害し

ている．韓国で「三抛世代」「Ｎ抛世代」「ヘル朝鮮」といった流行語が生まれるのも，競

争の過酷さを示唆するものと言える．職人が尊敬される日本と異なり，画一的な価値観の

ため誰もがホワイトカラーを目指すことが競争を激化させており，これも文化的不適応の

ひとつと言える．

中国の経済成長率はいまだに高く，若年労働市場もさほど悪化していない．子世代は親

の時代よりも高い生活水準の達成を期待できる．大学も大衆化しておらず，すべての親が

子を大学に進学させようとする状況ではない．したがって出生率低下の要因は，韓国・台

湾に比べまだ弱いと言える．この状況でセンサスが示唆するように出生率が既に韓国・台

湾の水準まで低下しているとは信じ難く，国連人口部が推定するように合計出生率は1.5

以上を維持していると思われる．

しかし今後一人当たり所得が上昇して大学が大衆化し，経済成長が鈍化して若年労働市

場が悪化すれば，韓国・台湾と同程度の極低出生力が出現する可能性が高い．さらに韓国・

台湾よりはるかに深刻な出生性比の歪みや，中国南部を中心に見られる宗族の復興現象

（瀬川 2007），世界価値観調査に見られる伝統回帰（Halmanetal.2008）等を勘案すれ

ば，中国における社会経済システムと家族システムの乖離は韓国・台湾よりさらに大きく

なる可能性がある．その場合，中国の出生率低下は韓国・台湾を凌駕する史上未曾有の激

甚なものになるだろう．

Ⅱ．人口変動と経済発展の同調

出生率低下はまず年少人口の減少をもたらすため，従属人口指数は低下を開始する．従

属人口指数の低下は純生産者の相対的増加を意味し，経済生産と貯蓄・投資に有利な状況

の到来をもたらす．このため従属人口指数の低下は，人口ボーナス（demographicbonus），
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人口学的贈物（demographicgift），人口学的機会の窓（demographicwindow of

opportunity），人口学的配当（demographicdivide）などと呼ばれ，経済発展を促進す

るとされる．しかし出生率が低下して数十年が経てば，年少人口に加え生産年齢人口も減

少を開始し，老年人口だけが増加を続ける状態になる．こうなると従属人口指数も上昇に

転じ，経済発展に不利な人口オーナス（demographiconus）と呼ばれる状況になる．

日本で出生率が急低下したのは1950年代，韓国・台湾は1960年代以降である．これらは

いずれも高度経済成長の初期に当たり，以後人口ボーナスが経済成長を促進したと考えら

れる．ボーナスが終了し従属人口指数＝（0～14歳＋65歳以上）／15～64歳人口が上昇に

転じるのは，図1に見るように日本は1990年以降，韓国・台湾は2015年以降である．ボー

ナスが持続した約半世紀間，経済成長は必ずしも順調だったわけではないが，日本・韓国・

台湾はボーナスを十分に活用できたと言える．

韓国・台湾の出生率は1980年代に置換水準に到達したのに対し，中国が置換水準に達し

たのは1990年代で，10年ほど遅かった．しかし従属人口指数は，韓国・台湾が2015年を底

に上昇に転じたのに対し，中国は2010年を底に反転している．これは2010年以後の小規模

なベビーブームの影響である．中国では，その前後のコーホートより出生数が多かった

1980年代後半生まれの女子が20代後半に入った2010年頃から出生数が増え始めた．さらに

一人っ子政策緩和の影響も加わり，粗出生率は2010年の11.9‰から2017年には12.4‰に上

昇した．このため年少従属指数＝0～14歳／15～64歳人口が上昇し，その影響で従属人口

指数も2010年以後上昇に転じた．

1970年代に韓国・台湾が高度経済成長を遂げ，アジアNIEsの躍進が脚光を浴びた時期
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図１ 東アジアの従属人口指数



にも，中国は大躍進・文化大革命と相次ぐ反資本主義的政策によって経済は停滞していた．

人口ボーナスが韓国・台湾より先に終わってしまったにもかかわらず，経済成長の開始時

期は韓国・台湾より大幅に遅れたため，中国は人口学的利点を十分に活用できないまま高

齢化を迎えてしまう．経済成長の成果を充分に積み上げる前に老化が始まってしまう「未

富先老」を憂える論調は，中国のメディアによく見られる．この問題は，韓国・台湾より

経済発展が低い段階で，韓国・台湾とほぼ同時に人口高齢化が進行することによる．当然

年金・医療・介護といった社会保障制度の発展も韓国・台湾より遅れており，今後は高齢

者福祉の深刻な悪化が懸念される．

中国が人口変動と経済発展の同調に失敗したのは，これが初めてではない．図2に見る

ように，中国人口の増加は18世紀前半から加速しており，これはイングランド・ウェール

ズより先行していた．McNeil（1976）によると，18世紀半ばまでにユーラシア大陸では

新しい疫学的バランスが達成され，罹患する可能性がある感染症は小児病となって免疫が

行きわたっていた．これは本来なら人口増加に直結するはずだが，ヨーロッパでは寒冷化，

戦争，都市化等によってすぐには人口増加につながらなかった．一方，18世紀中国では平

和が続き，租税の上限がよく守られ，新作物を利用した農地開発が順調に続いたため，ヨー

ロッパより早く人口増加が加速した．

しかし英国をはじめとする西欧諸国が産業化を達成し，長期にわたる人口と経済の同時

成長を遂げたのに対し，中国では産業革命が起こらず農耕社会の限界に突き当たって人口

崩壊を起こした．19世紀初頭には耕地拡張が限界に近づき，一人当たり食糧摂取量が減少

し，小規模な不作でさえ飢饉につながるようになった．貧困と社会的混乱にアヘンの蔓延
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図２ 東アジアの人口増加率：1700～1950年



まで加わり，労働生産性が低下し経済は停滞した．ついに太平天国の乱（1850～64年），

捻軍起義（1855～68年），回民反乱（1862～73年）と相次ぐ内乱の中で，人口は7,000万人

以上減少したと考えられている（上田 1995）．

これに対し日本は17世紀に人口と農業生産の急成長を経験した後，18世紀からは停滞期

に入っていた．享保・天明・天保の三大飢饉時にはある程度の人口減少があったが，19世

紀半ばの中国のような人口の激減はなかった．プロト工業化による人口増加は19世紀半ば

には始まっていたが，開国・明治維新後には本格的な産業化につながった．英国より先に

人口増加が始まって農耕社会の限界にぶつかった中国と異なり，日本はちょうど良いタイ

ミングで英国モデルを学び，世界経済に組み込まれることで農耕社会の限界を突破するこ

とができた．20世紀前半には，日本に併合された台湾と朝鮮でも，農耕社会ではあり得な

い人口と経済の急激な同時成長が実現した．東アジアでは中国だけがあまりにも早く人口

増加を始めたために，英国モデルを導入する間もなく人口崩壊を起こし，20世紀前半まで

人口と経済の成長が停滞する結果となった．そして20世紀後半にはちぐはぐな人口政策と

経済政策のため，再び人口変動と経済発展の同調に失敗し，「未富先老」の不安を抱える

ことになる．

Ⅲ．都市化と人口分布

東アジアで都市化が最も急速に進み，人口分布が偏在化したのは韓国である．表2に見

るように，2015年時点で韓国人口の約半数が，面積では12％に満たない首都圏（ソウル特

別市・仁川広域市・京畿道）に居住している．日本も人口の4分の1以上が南関東に集中

しているが，中京・京阪神の大都市圏の人口集積もそれなりに多いため，韓国ほどの一極

集中ではない．台湾北部の面積が全体に占めるシェアは韓国首都圏より大きいが，人口の

シェアは韓国首都圏を下回る．中国は人口も面積も巨大で，人口の一極集中が起きるとは

考えにくい．実際，UNPD（2018）は上海・北京・天津・重慶・広州・深�の5つの大

都市圏（urbanagglomeration）をあげており，大泉（2017）は中国の経済圏（mega-

region）として北京・天津を含む環渤海経済圏，上海を中心とした長江デルタ経済圏，

広州・深�を含む珠江デルタ経済圏の三つをあげている．
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表２ 日本・韓国・台湾の人口集中：2015年

日本・南関東
（埼玉県・千葉県・
東京都・神奈川県）

韓国首都圏
（ソウル特別市・
仁川広域市・京畿道）

台湾北部
（台北市・新北市・基隆市・新竹市・

桃園市・新竹県・宜蘭県）

面積（�） 13,370 11,819 7,353

対全国比（％） （3.5） （11.8） （20.3）

2015年人口（千人） 36,131 25,274 10,588

対全国比（％） （28.4） （49.5） （45.1）

資料：国勢調査，人口住宅総調査，行政院主計總處



人口分布に対する都市化の影響が優勢になるのは，日本は1920年代から，韓国・台湾は

1950年代からである．それ以前は，図3に見るように人口分布はむしろ均等化していた．

日本では明治初期から北海道への移動が盛んになり，これが都市化の影響を抑えて人口分

布を均等化した．20世紀前半の朝鮮では，慶尚道や全羅道のような人口稠密な半島南部か

らの転出超過が目立ち，これら転出者はソウルや半島北部に加え日本，満洲，樺太等へ向

かった．台湾でも日本統治期に人口希薄な東海岸への移動が多く，やはり人口分布は均等

化した．Zelinsky（1971）の「移動転換仮説」によると，欧米では近代化とともにまず辺

境や国外への移動が活発になり，都市化のピークはそれよりも遅れたという．このパター

ンは東アジアでも確認される．

日本の都市化は太平洋戦争末期の疎開によって一時後退したが，1950～60年代の高度経

済成長期に再び加速した．その後減速したとはいえ，東京圏への一極集中によってGini

係数は上昇を続けている．朝鮮戦争（1951～53年）後の韓国ではソウルを含む首都圏への

一極集中が進み，Gini係数は急激に上昇した．1990年代以後はさすがに減速したが，人

口の偏在化はまだ続いている．台湾のGini係数は，戦前は8州庁別，戦後は25市県別の

人口から計算しているため，そもそも比較できない．戦後のGini係数の上昇は日本より

急速だったが，韓国に比べれば緩慢だった．また台湾では2010年末に旧台中県・台南県・

高雄県がそれぞれ台中市・台南市・高雄市に編入されたため，以前との比較が難しくなっ

た．

韓国と台湾の都市化の速度差は，日本統治時代における農業の競争力の差に帰すことが

できる．20世紀前半の台湾は砂糖・茶・缶詰・アルコール等を日本に輸出し，大幅な黒字
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図３ 日本・韓国・台湾のGini係数：1884～2015年



を達成した．GDPに占める第一次産業割合は，日本統治期の朝鮮では大幅に低下したの

に対し，台湾では36～38％でほぼ一定だった．好調な農産品輸出によって，台湾の工業製

品の貿易収支は均衡していたが，朝鮮は大幅な赤字だった（金 2004）．大地主への土地所

有集中が進んだ朝鮮と異なり，台湾では1931～45年の間に富の分配がむしろ平等化した

（Cumings1997）．こうして朝鮮では農村部の荒廃と貧困化が，台湾では農村部での資本

集積と経済発展が進んだ．

戦後も台湾の農業は好調で，輸出品は1960年代前半まで農産品が中心だったが，後半か

らは農村部で軽工業製品を製造し輸出する中小企業が勃興した．繊維・プラスチック・電

機製品を製造する農村工業が農村部の余剰人口を吸収したため，都市化は依然として緩慢

だった（石田 2005）．政府は韓国のような少数の巨大企業と財閥への集中政策を採らず，

多くの中小企業が日米への輸出を通じて急成長した．政府の保護策もあって，台湾の中小

企業は多国籍企業の支配を回避できた（Vogel1991）．このように少数の巨大財閥への集

中（韓国）と多数の中小企業の乱立（台湾）という違いも，都市化のテンポに影響を与え

たと考えられる．

首都移転計画が立ち消えとなった日本と異なり，韓国では部分的とはいえ首都機能が実

際に世宗市に移動した．盧武鉉大統領（2003～08年）は，忠清道への行政首都移転を公約

に掲げて当選した．2003年内に国会で「新行政首都建設特別措置法」が国会で可決成立し

たが，憲法裁判所は首都移転には憲法改正のための国民投票が必要と判断した．これを受

けて与野党は，大統領府，国会，大法院，法務部，統一部，外交部等をソウルに残し，そ

れ以外の行政機関を「行政中心複合都市」としての世宗市に移すことで合意した．李明博

大統領（2008～13年）は，行政機関の移転に反対したが，世宗市を教育・企業都市とする

政府の修正案は国会で否決された．こうして2015年までに国務総理室，企画財政部，国土

海洋部，農林水産食品部，教育部，文化体育観光部，知識経済部，保健福祉部，雇用労働

部等の9部2処2庁2委員会が世宗市に移転した．

首都機能移転が人口分布に及ぼす効果を評価するのはまだ早いが，地域別将来人口推計

では首都圏集中の緩和が見込まれている．2015年人口総調査を基準とした正規の将来推計

（ 2017）では，首都圏の人口シェアは2030年に50％に達して以後は増えず，世宗

市および忠清道のシェアが増え続けるという予想になっていた（表3）．その後韓国の合

計出生率が想定外の急低下を見せたため，韓国統計庁は仮定値を見直し一連の特別将来推

計人口を公表した．その市道編（ 2019）では，首都圏のシェアは上方修正され，

2030年以後も15年で0.6％ポイントというゆっくりとしたペースで上昇するという予想に

変わった．世宗市の人口は上方修正される一方，周辺の忠清道の人口は下方修正され，両

社の合計はほとんど変わっていない．首都圏の人口シェアの増加はその他の地域からの流

入が上方修正されたためと思われるが，いずれにせよ世宗市がなければ首都圏への集中は

より急速に進むだろう．
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巨大都市の出現では，日本が東アジアで最も先行していた．そもそも江戸の人口は18世

紀初頭に100万人を超え，当時世界最大の都市だった（杉山 1995,Hayami2015）．1889

（明治22）年に市制が導入された時，東京市の人口は139万人だった（日本帝国民籍戸口表）．

1920年国勢調査時点では217万人の人口を擁し，2位の大阪市（125万人）を圧倒する巨大

都市に成長していた．その後に起きた関東大震災（1923年）の影響で，日本最大の都市の

座を一時的に大阪市に譲ったが，これは大阪市が東京市に先立って1925年に隣接2郡を編

入した影響もある．1932年に東京市も隣接5郡を編入することで最大都市に返り咲き，

1940年国勢調査時点には東京（679万人），大阪（325万人），名古屋（133万人），京都

（109万人）の4都市が100万人以上の人口を擁していた．一方，日本統治下の朝鮮・台湾

では100万都市は出現せず，1940年国勢調査によると朝鮮では京城（ソウル）が78万人，

台湾では台北が35万人で最大都市だった．20世紀前半の中国には信頼できる人口統計が乏

しいが，1928年人口センサスによると上海（150万人），天津（139万人），北京（134万人）

の3都市が100万人を超えていた（Hwang1933）．

20世紀後半には，東アジアに巨大都市が続々と出現した．図3のGini係数の変化から

も予想されることだが，20世紀後半のソウルの人口増加は他を圧倒した．1955～85年の30

年間にソウルの人口は157万人から964万人へと6.1倍増加した．この期間に台北は70万人

から251万人で3.6倍，東京（特別区）は697万人から835万人へ1.2倍増にとどまった．北

京は1953～82年の29年間に，277万人から923万人と3.3倍増化し，台北の増加率に近かっ

た．2015年の人口は，東京特別区が928万人，ソウル特別市が990万人，台北市が270万人

に対し，北京市は2,171万人（中国統計年鑑）と飛び抜けて多い．これは行政区画の定義

による差で，北京市には農村部が含まれる．UNPD（2018）による大都市圏人口の比較

では，東京大都市圏が3,726万人で世界最大とされる．北京大都市圏は1,842万人で，農村
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表３ 韓国の地域別人口分布の将来推計
（％）

年次 ソウル特別市 仁川広域市 京畿道 首都圏計 世宗特別行政自治市 忠清南北道 その他

（2017年推計）

2015 19.5 5.7 24.4 49.5 0.4 7.2 42.9

2020 18.5 5.7 25.4 49.7 0.7 7.4 42.2

2025 18.1 5.9 25.9 49.9 0.8 7.5 41.7

2030 17.8 6.0 26.3 50.0 0.9 7.7 41.4

2035 17.5 6.0 26.4 50.0 1.0 7.8 41.2

2040 17.4 6.1 26.5 50.0 1.0 8.0 41.0

2045 17.3 6.1 26.6 50.0 1.1 8.1 40.8

（2019年推計）

2020 18.5 5.7 25.9 50.1 0.7 7.4 41.8

2025 18.0 5.8 26.9 50.7 0.8 7.6 41.0

2030 17.6 5.8 27.5 51.0 0.9 7.7 40.4

2035 17.3 5.9 28.0 51.2 1.0 7.8 39.9

2040 17.2 6.0 28.3 51.4 1.1 7.9 39.5

2045 17.0 6.0 28.5 51.6 1.2 8.0 39.2

（2017,2019）から計算



部の人口が除かれていることを示唆する．中国で最大なのは，上海大都市圏の2,348万人

である．

都市の成長とともに中心部は商業地区化して夜間人口が減少し，住宅地は周辺部に向け

て拡大する郊外化現象が起きる．東京特別区の場合，図4に見るように早くも1960年代後

半には人口減少に転じ，それが1990年代前半まで続いた．ソウル特別市は台北市より常に

人口増加率が高かったが，1990年代前半にそろって人口減少に転じた．韓国と台湾は出生

率低下の過程が似ており，1980年代前半に置換水準に到達し，2000年を過ぎると合計出生

率が1.3を下回って世界最低水準に至った．このため人口高齢化の過程や人口減少の開始

時期も類似すると予想される．ソウルと台北の郊外化は，こうした同時性のリストに追加

されるものである．

周知のように東京特別区では1990年代末以降「都心回帰」現象が顕著になり，ソウルと

台北でも人口増加率はかろうじてプラスに転じている．北京だけは人口減少を経験してい

ないが，これは農村部を含む広大な市域（16,411�）のためだろう．北京市の面積は，東

京特別区（628�）やソウル特別市（605�）の約2.5倍に当たる．

Ⅳ．国際人口移動

表4に見るように，日本の2015年国勢調査における外国人人口は175万人で，総人口の

1.39％を占める．日本人か否か不詳の人口を除いて計算しても1.38％で，ほとんど変わら

ない．仮に不詳人口が全て外国人なら割合は2.21％ということになるが，実際には2％を

超えないだろう．登録外国人は日本に生活拠点があるとは限らないが，2015年国勢調査人
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図４ 首都の年平均人口増加率



口の1.8％に当たる．韓国の2015年センサスは登録センサスなので，韓国人か否か不詳と

いう事態は起こり得ない．センサスにおける外国人割合は2.7％，登録人口のセンサス人

口に対する比は3.7％となる．2015年の台湾の数値は，センサスではなく人口登録ベース

による集計である．台湾では「大陸地区人民」「香港・マカオ居民」は「外国人」とは区

別され，この三者を合わせて「外来人」と総称される．表4の70.9万人はこの外来人人口

で，総人口の3.0％に当たる．中国の2010年センサスの102万人も，「香港籍」「マカオ籍」

「台湾籍」「外国籍」の合計だが，総人口の0.1％にとどまる．

国際人口移動は国内移動と同じく，生活水準が低い地域から高い地域への移動がその逆

より多い．したがって政治的要因がなければ，経済発展が進んだ国ほど外国人割合が高い

と予想できる．実際に日本の外国人割合は，1980年代まで韓国・台湾より高かったと思わ

れる．これが逆転したのは，韓国・台湾が日本より積極的な外国人受入れ政策を採ってき

たためである．台湾は1989年から合法的に外国人勤労者を導入し始め，1992年に早くも雇

用許可制を導入した．単純労働者に該当する「外籍労工」の送出国は，インドネシア，フィ

リピン，タイ，ベトナムの4ヵ国に限られている．韓国は2004年に外国人雇用許可制度を

発足させ，2006年には産業研修生制度（1993年開始）を廃止して外国人労働者の導入方式

を一本化した．送出国は政府間でMOU（了解覚書）を交わした16ヵ国に限られる．ただ

し中国朝鮮族等の韓国系外国人は，雇用許可制度によらず訪問就労ビザ（H-9）で滞在・

就労できる．

外務省領事局政策課『海外在留邦人数調査統計』によると，2015年10月1日現在の在留

邦人数（日本国籍保持者）は132万人で，総人口の1.0％が海外に居住していることになる．

一方，外交部在外同胞課（2017）によると，2017年に海外に居住する韓国籍保持者は267

万人で，韓国人口の5.4％とかなり高い比を示す．在外台湾人人口に関する統計は見つか

らなかったが，行政院主計總處（2017）によると2015年に海外で就労する台湾人は72万4

千人で，台湾人口の3.1％に当たる．おそらく在外台湾人全体でも，在外韓国人の比を超

えることはないだろう．華僑（中国籍保持者）に関する正確な統計はないが，華人（現地

国籍保持者）と合わせた人口は2006～07年時点で4,500万人を越えると言われる（陳 2013）．

仮に2010年に5,000万人だとしても，本国人口に対する比は3.6％で，中華人民共和国国籍

保持者に限れば韓国・台湾よりかなり低い比にとどまるだろう．
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表４ 東アジアの外国人人口と割合

日本（2015） 韓国（2015） 台湾（2015） 中国（2010）

千人（ ％ ） 千人（ ％ ） 千人（ ％ ） 千人（ ％ ）

内国人 124,284（ 97.8） 49,706（ 97.3） 22,783（ 97.0） 1,369,517（ 99.9）

外国人 1,752（ 1.4） 1,364（ 2.7） 709（ 3.0） 1,020（ 0.1）

不詳 1,058（ 0.8） ― ― ―

総人口 127,095（100.0） 51,069（100.0） 23,492（100.0） 1,370,537（100.0）

登録外国人数 2,232（ 1.8） 1,900（ 3.7） ― ―

資料：国勢調査，在留外国人統計，出入国家及在留外国人統計，中華民国統計資訊網，人口普査



このように現状では日本が国際人口移動に対し相対的に閉鎖的で，国内外国人割合では

韓国・台湾に追い越され，在外人口比ではおそらく中国より低い．このような状況は比較

的新しいパターンで，終戦後1980年代まで外国人割合では，おおむね日本が最も高かった

と思われる．韓国の人口総調査で外国人人口が得られるのは1980年以降で，その時点で外

国人は約3万人（総人口の0.08％）だった．おそらくそれ以前は，統計に現れない米軍兵

力以外の外国人はほとんどいなかっただろう．ちなみに1980年国勢調査における日本の外

国人人口は約67万人（総人口の0.57％）だった．台湾で外国人（香港・マカオ・大陸籍を

除く）人口が得られるのは1996年からで，この時点で25万4千人（総人口の1.18％）と

1995年の日本の外国人割合（0.91％）を上回っていた．台湾の外国人割合が日本を上回っ

たのは，1992年の雇用許可制導入以降のことだろう．韓国の外国人割合が日本を上回った

のは，センサスどうしの比較では2015年が初めてである．

日本の在外人口割合が東アジアでも低いのは敗戦後のパターンで，帝国主義時代にはは

るかに高い割合を示していた．ピークは終戦直前で，引揚数からみて630万人の軍人・民

間人が海外に展開していた（塩出 2015）．これは当時の国内人口（約7,215万人）の8.8％

に該当する．これを上回るのが朝鮮人の在外人口割合で，終戦時には210万人の朝鮮人が

日本にいたとされ（朴 1957），満洲にも195万人の朝鮮人が居住していた（ 2009）．

1944年の朝鮮人口は2,512万人で，終戦時もあまり変わらないとすると，在外人口400万人

は約16％に当たる．在日台湾人は1940年国勢調査で2万2,500人で，終戦時にもせいぜい

3.5万人程度だったろう（Cumings1997）．他と合わせても，在外台湾人は台湾人口（1944

年に627万人）の1％を超えなかったと思われる．企画院（1939）によると，中華民国の

国民政府僑務委員会は1934年の在外華僑総数を約780万人と報告している．これには現地

国籍の者が多く含まれており，中華民国国籍者だけの統計はない．いずれにせよこれは

1936/37年の中華民国の人口（4億7,900万人）の1.6％で，在外華僑・華人人口が本国人

口の5％を超えたことはないと思われる．

このように20世紀前半の人口の海外流出は，朝鮮人が最多で台湾人が最小だった．この

対照をもたらしたのは，20世紀後半の都市化と同じく農業発展の違いだった．稲作モノカ

ルチャーの朝鮮では農村部の過剰労働力を吸収できず，農村からはじき出された者は都市

や北部の農村，国外に向かった．特に1928～32年には農産物価格が大暴落し，多くの農民

が自作地や小作権を失った．京城をはじめとする都市に流出した者は，肉体労働や小商い，

接客業などの雑業労働者になった．京城では産業化が進まない状態で労働需要以上の人口

が流入する過剰都市化のため，職にあぶれた者が集まるスラム街が形成され，土幕と呼ば

れる掘立小屋が乱立した．軽工業を中心とする朝鮮人資本の発達は大量の労働需要を喚起

するほどではなく，都市化と産業化の不均衡が続いた（糟谷他 2016）．

朝鮮の鉱工業従事者は，日本より悲惨な状況に置かれていた．朝鮮の人件費は日本の半

分程度で，日本のような選挙権や工場法のような法的な保護もなかった．日本人・朝鮮人

を問わず資本家は，総督府と密着して労働者階級を圧迫した．植民地朝鮮は日本の実業家

のパラダイスと呼ばれたが，これは朝鮮人労働者の生き地獄ということを意味した
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（Eckert1991）．こうして農村だけでなく，都市でも人口のプッシュ要因が作用した．旅

費が工面できた者は，こぞって日本や満洲に流出した．

朝鮮人の日本への流出は主に併合後のことで，1910年時点ではまだ1,000人前後しかい

なかった．しかし1920年国勢調査では4万人，1930年には42万人，1940年には124万人と，

在日朝鮮人人口は急増した．内務省統計によると1944年末の在日朝鮮人は194万人で，

1945年に入って移入された朝鮮人労働者4.2万人を加えて，終戦時の在日朝鮮人数は200万

人前後とされる（法務省入国管理局 1953）．田村（1977,1998）はそれぞれ終戦時に221

万人，250万人としているが，これは回帰分析の結果を機械的に補外しただけで，過大評

価と思われる．本稿は朴（1957）の210万人を信用することにした．

朝鮮から満洲への人口流出は，19世紀後半に凶作と民乱が続いた時期に目立つようになっ

た（ 2002）．清国も朝鮮北部の貧民が豆満江地域を不法占拠して開墾する例が後を

絶たないため，19世紀後半からは移住者に荒蕪地を開墾させる政策に転換した（

2009）．1910年には200万人以上の朝鮮人が満洲に居住していた．中華民国が成立（1911年）

すると，満洲の農地払下げ政策や移民奨励策が本格化した．これにより華北からの移民が

急増したが，多くの朝鮮人も満洲に渡った．3.1独立運動（1919年）以後は，満洲は抗日

基地としての性格を強めた．しかし南満東蒙条約（1915年）や三矢協定（1925年）で中国

のナショナリズムが高揚すると，在満朝鮮人に対する規制が強化され，戸口調査と出入国

管理が厳格化された．それでも朝鮮農村の人口圧力は強く，朝鮮農民の来住は続いた（朴

2015）． （2009）によると，1945年の在満朝鮮人人口の推計値としては に

よる183万人と による216万人があるが，本稿は （2009）の独自推計による195

万人を採用することにした．

前述のように台湾の大都市の成長は緩慢で，最大都市の台北市でさえ1940年に35.4万人

にとどまり，京城の半分以下だった．第二位の高雄市の16.1万人は，同年の朝鮮では第五

位に相当する．台湾では出身地を離れる動機づけがなく，1930年国勢調査によると農村部

では95.7％が自分が生まれた州内に居住していた（Barclay1954）．これに対し，自分が

生まれた道内に居住する朝鮮人は92.8％，出生道府県に居住する日本人は83.6％だった．

国際人口移動に関しても，日本統治下の台湾はほぼ封鎖されていた．Barclay（1954）

は1905年・1920年国勢調査間の人口変化とこの期間の人口動態統計の間に完璧に近い整合

性があることを示したが，これは統計の正確性とともに台湾が封鎖人口に近かったことを

示す．1940年の民族構成は本島人93.5％，内地人（日本人）5.7％で合わせて99.2％を占め，

中華民国籍者は4.6万人（0.8％）に過ぎなかった．1930年代以後ある程度工業化が進展し

たが，台湾農村が好景気で出稼ぎに出る者があまりにも少ないため，厦門・福州から中国

人労働者が導入された．しかし台湾総督府は，治安への懸念から抑制的だった．中国人労

働者は短期工がほとんどで，就業人口の2％程度までしか増加せず，労働力不足を緩和す

ることはなかった（大島 2015）．

戦前の中国における外国人人口についてはよく分からないが，引揚げ数から見て終戦時

に300万人に近い日本人が中国と満洲国に居住していた．1945年の中国・満洲国の総人口
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を5.5億人とすると，日本人300万人と朝鮮人200万人を合わせても0.9％に過ぎない．アヘ

ン戦争以降，中国は欧米列強の侵略を受け，多くの外国人が流入したが，外国人割合が1

％を超えたことはないだろう．在外中国人の本国人口に対する比は，前述のように1930年

代に1.6％，2010年に3.6％で，長期的に出国超過だったのは間違いない．中国人の東南ア

ジアへの移民は宋代に始まり，16世紀末にはルソン島やジャワ島に数万人規模の華人コミュ

ニティが形成されていた．19世紀に米国のカリフォルニア州や豪州のヴィクトリア州でゴー

ルドラッシュが起きると，やはり数万人規模のコミュニティを形成した．北京条約（1860

年）で海外移民が合法化されると，東南アジア全域に華人が押し寄せた．

終戦時に630万人いた在外日本人人口は，引揚げによって数十万人まで減少したと考え

られる．外務省の在外在留邦人数調査によると，1970年の在外日本人は26.7万人で，ブラ

ジル（14.5万人）と米国（4.8万人）が大半を占めた．その後ヨーロッパや北米の滞在者・

永住者が増えるとともに，戦前ほどではないが東アジア・東南アジアへの進出も進んだ．

2015年の在外日本人数は131.7万人で，経済的影響力を強めた中国（13.1万人）が米国（42

万人）に次ぐ滞在先となっている．在日外国人は1950年国政調査時の52.7万人から，2015

年国勢調査の175.2万人まで増加した．1950年代までは在日外国人の90％以上が韓国・朝

鮮籍だったが，1986年に中国が海外旅行を自由化すると中国籍が急増し，韓国・朝鮮籍を

抜いて第 1位を占めるようになった．2015年時点では，表 5に見るように中国籍

（29.8％）が首位で，それに韓国籍（20.5％）が次いでいる．ブラジル人（4位）やペルー

人（9位）が多いのは，日系人受け入れを決めた1990年改正出入国管理法の影響である．

韓国外交部在外同胞課（2017）によると，2017年現在の「在外同胞」は734万人で，

1971年の70万人から10倍以上に増えている．年度別推移を見ると1990～91年に一気に250

万人増えており，おそらくこの年から「在中同胞」が統計に含まれるようになったのだろ

う．ちなみに韓国が正式に中国と国交を回復したのは，1992年8月である．2017年に在外

同胞が多い国は，中国（254.8万人），米国（249.2万人），日本（81.9万人）の順である．

「在外同胞」のうち韓国籍保持者は前述のように267万人で，米国（103.6万人），日本

（45.3万人），中国（34.9万人）の順となる．在米韓国人が急増したのは1965年移民法で家

族呼び寄せが可能になってからで，また韓国の政治的独裁と経済的不安定，不平等，教育

制度の混乱等に見切りをつけて渡米した中間層も多かった．政府は1976年に専門職従事者

の渡米を規制し，韓国の経済成長もあって1980年代には移民は鈍化した．1970～80年代の

米国移民は女性が多く，韓国人女性の結婚移動と，男児選好による女児の養子移動が多かっ

たことを示唆している．（ 2002）．
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1980年代半ばまで，韓国はアラブ諸国への労働力輸出国だった．こうした国際労働力移

動の流れは，1980年代後半に中東で建設プロジェクトが減少し，国内で賃金が上昇した時

に逆転した．主に中国や東南アジアから大量の労働者が流入し，同時に不法滞在者が急増

した．外国人労働者の急増には，日本と同様に3D職（Dirty,Dangerous,Difficult）を

中心とする人手不足も背景としてあった ．そうした状況下で1993年に外国人産業研修生

制度が導入され，2004年に外国人雇用許可制度が発足した．こうして中国や東南アジアか

ら外国人労働者が流入し，2015年には外国人割合で日本を上回るに至った．表5によると

2015年には中国籍が外国人の過半数を占め，朝鮮族だけで全体の3分の1に達している．

前述のように台湾の国際人口移動に関する長期時系列統計はない．台湾に特徴的なのは，

日本や韓国とは逆に同一民族に対する警戒心が強いことである．日系人や中国朝鮮族が他

の民族より滞在・就業しやすいのに反し，台湾は中国から単純労働者を受け入れていない．

このため表5にあるように，2015年の在台外国人数の国籍は「外籍労工」送出国（インド

ネシア，ベトナム，フィリピン，タイ）が1～4位を占め，中国（大陸籍）より多い．つ

まり方向は異なるが，日本・韓国・台湾いずれの外国人政策も民族差別を含んでいると言

える．

おわりに

本稿は現代東アジアの人口問題の歴史的根源を論じた．韓国・台湾の世界最低水準の出

生率は，近世に確立した家族パターンから説明された．孝イデオロギー，男児選好，女性

隔離，教育熱，肉体労働の卑賤視等を特徴とする儒教家族は，封建家族に比べ家族外シス

テムとの乖離が大きく，それが極端な出生率の原因と解釈された．中国はまだ高度経済成

長中で韓国・台湾の発展段階に達していないが，その段階に達した時点の出生率は韓国・
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表５ 国籍別在留外国人数：2015年

日本 韓国 台湾

国籍 千人 （％） 国籍 千人 （％） 国籍 人 （％）

総計 2,232（100.0） 総計 1,900（100.0） 総計 709（100.0）

中国 666（ 29.8） 中国 956（ 50.3） インドネシア 221（ 31.1）

韓国 458（ 20.5） 朝鮮族（再掲） 627（ 33.0） ベトナム 166（ 23.4）

フィリピン 230（ 10.3） 米国 139（ 7.3） フィリピン 122（ 17.2）

ブラジル 173（ 7.8） ベトナム 137（ 7.2） タイ 65（ 9.2）

ベトナム 147（ 6.6） タイ 93（ 4.9） 中国 50（ 7.1）

ネパール 55（ 2.5） フィリピン 55（ 2.9） マレーシア 18（ 2.5）

米国 52（ 2.3） 日本 48（ 2.5） 日本 13（ 1.8）

台湾 49（ 2.2） ウズベキスタン 47（ 2.5） 米国 9（ 1.3）

ペルー 48（ 2.1） インドネシア 47（ 2.4） 韓国 4（ 0.5）

タイ 45（ 2.0） カンボジア 43（ 2.3） インド 3（ 0.4）

法務省『在留外国人統計』，
統計庁ポータルサイト『出入國家及在留外國人統計』，
行政院主計總處『中華民國統計資訊網』



台湾並みかそれ以下に下がる可能性がある．しかしそもそも中国がその発展段階まで経済

成長を維持できるのか懸念させるのが，「未富先老」問題である．中国は韓国・台湾より

遅れて高度経済成長に入ったにもかかわらず，人口高齢化はむしろ先行し，2010年から年

齢従属指数が上昇し始めた．これは中国の人口変動と経済発展が同調していないことを示

すが，こうした人口と経済の不整合は18～19世紀にも見られた．日本はプロト工業化によ

る人口・経済成長を近代化・産業化に連結させ，農耕社会ではあり得ない人口増加を実現

した．近代化・産業化は日本統治下の朝鮮・台湾にも波及し，日本本国を上回る急激な人

口増加が起きた．ところが中国は余りにも早く人口・経済成長を始めたため，英国モデル

を学ぶ前に農耕社会の限界にぶつかり，19世紀中葉には人口崩壊を起こした．

近代化初期には辺境や国外への移動が増え，都市化の影響はそれより遅れて優勢になる

というZelinskyの仮説は，東アジアでも確認された．日本で都市化による人口偏在化が

認められるのは1920年代以後で，韓国・台湾では1950年代からである．人口偏在化が最も

進んだのは韓国で，人口の約半数がソウル・仁川・京畿道から成る首都圏に居住している．

台湾の都市化はそれより緩慢だったが，その差は稲作モノカルチャーの朝鮮農業と多様な

商品作物を持つ台湾農業という日本統治時代の農業様式の違いに遡る．戦前の朝鮮では農

村部から大量の過剰労働力が流出し，主に満洲や日本に向かったが，戦後の韓国でも大量

の離農移動を生じ，急激な都市化が進んだ．一方の台湾では競争力が高い農作物によって

富が農村部に蓄積され，戦後も農村部で軽工業が発展し都市化は緩慢だった．韓国では過

度の首都圏集中が問題視され，2015年までに国務総理室と内政に関わる官公庁が世宗市に

移転した．しかしその人口分布是正効果は限定的とみられ，最新の地域別将来人口推計に

よると，首都圏の人口シェアは減速しながらも2045年まで増加を続けると予想される．

敗戦による引揚げで，日本の在外人口は急減した．また韓国・台湾が日本より積極的な

外国人労働者政策を採ったため，国内の外国人割合でも日本は追い越された．人口指標で

日本が凌駕された例は，これだけではない．かつて東アジアでは，日本の出生率・死亡率

が最も低く，都市化も日本が最も進んでおり，外国人割合も日本が最も高かった．現在は

日本の人口高齢化が世界で最も深刻だが，65歳以上割合や従属人口指数でも韓国・台湾が

日本を追い越すのは確実である．このように当初は経済的要因に強く規定され，経済発展

段階と整合していた人口指標が整合しなくなったのは，経済力以外の要因が次第に影響力

を強めた結果である．本稿では，出生率低下の差異は家族パターンの文化的不適応から，

都市化の差異は農業形態から，外国人割合の差異は政策の違いから解釈した．

中国の「未富先老」問題は逆の因果関係，つまり人口要因が経済発展をどの程度規定す

るかという問題を提起する．もし人口高齢化の影響が大きければ中国の経済発展は停滞し，

東アジア内の経済・人口のランキングは現状のまま保存されるだろう．一方で人口以外の

要因が経済発展を促進すれば，中国でも極端な出生率低下が起こり，それはさらに高齢化

を加速させるだろう．中国は老年人権益保障法を改正して子の老親訪問を義務づけ，家族

による支援を強化しようとしている．そうした復古的政策が功を奏するのか，経済と人口

の相互規定関係の度合いとともに，今後とも注意深い観察が必要とされる．
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付記

本研究は，厚生労働行政推進調査事業費補助金（地球規模保健課題解決推進のための行政施策に

関する研究事業）「東アジア，ASEAN諸国の人口高齢化と人口移動に関する総合的研究（H27―地

球規模―一般―001）」「東アジア，ASEAN諸国におけるUHCに資する人口統計システムの整備・

改善に関する総合的研究（H30―地球規模―一般―002）」による助成を受けた．
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HistoricalRootsofContemporaryPopulationIssuesinEasternAsia

ToruSUZUKI

Thispaperdiscussesthehistoricalrootsofcontemporarypopulationissuesincluding

extremelylow fertility,rapidpopulationaging,compressedurbanization,andincreasing

cross-bordermigrationinEasternAsia.TheConfucianfamilypatternofChinaandKoreais

contrastedwiththefeudalfamilypatternofJapan.ExtremelylowfertilityinKoreandTaiwanis

interpretedfromalargergapbetweenfamilyandnonfamilysystemsthaninotherdeveloped

countries.CulturaldisordersinConfuciansocietiesincludeagenderinequitywithinthefamily,a

strongparent-childtie,anotionofmother'smonopolisticrole,anintensivefocusoneducation,and

alowerprestigeformanuallabor.ItispossiblethatfertilityofChinawillfallintoanextremelylow

levelifChinacanreachthedevelopmentallevelofKoreaandTaiwan.

China'searlyagingproblemresultedfromafailuretosynchronizedemographicandeconomic

developments.SuchafailureisareappearanceofChina'sexperienceinthenineteenthcentury.

WhileJapansucceededatindustrializationafteropeningthecountry,Chinacouldnotbecauseits

populationgrowthstartedtooearlytolearntheWesternmodel.

Inthefirsthalfofthetwentiethcentury,theconcentrationofpopulationduetourbanization

tookplaceonlyinJapan.DifferentmodesofagricultureinKoreaandTaiwanresultedinvaried

mobilityanddistributionofpopulation.WhileKoreansunderJapaneseruleexperiencedthelargest

diaspora,theTaiwaneseweretheleastmobilepeopleinEasternAsia.AfterWWII,urbanization

intheRepublicofKoreawasmorecompressedthanthatinTaiwan.Althoughtherewasapartial

relocationofthecapitalinKorea,itisprojectedthatthepopulationshareofSeoulcapitalareawill

continuetogrowuntil2045.

ThepercentageoftheforeignpopulationinKoreaandTaiwanisalreadyhigherthanthatin

Japanduetomoreactivepoliciesthatinviteforeignworkers.AlthoughJapanusedtoshowthe

lowestleveloffertilityandmortality,thehighestlevelofurbanization,andthehighestpercentage

offoreignpopulation,otherEasternAsiansocietieshavealreadyoverriddenJapaninthoseaspects.

Thisimpliesthateconomicdevelopmentstronglydeterminesthedemographicregimeintheearly

stagebutnon-economicdeterminants,suchasculturaldisorders,modesofagriculture,and

migrationpolicies,showtheirinfluencessincethelatetwentiethcentury.


